平成29年度MS-26戦略プラン「専門ゼミ体験型プログラム」申請書
（必要に応じて枠を広げて記入してください）
１
	応募ゼミ名　李ゼミ
代表者学科　　学年　学籍番号　氏名　　　　　連絡先

経済学科　　　3年150321047　北平　知秀(090-3259-4024)　 →研究総括
メンバー学科　学年　学籍番号　　氏名　　　　連絡先

産業社会学科　3年150322028　勝　瑛司(080-2624-0335)
経済学科　　　3年150321007　安藤　孝之(080-5151-0918)　　　第1班：固定価格買取制度分析
産業社会学科　3年150322098　松尾　将多(080-1005-0734)
産業社会学科　3年150322031　加藤　宗春(080-4548-0655)
産業社会学科　3年150322037　北川　優吾(080-3678-6732)　　　第2班：小規模再生可能エネルギーの地域
産業社会学科　3年150322090　藤井　和樹(080-6407-9231)　　　 効果分析
産業社会学科　3年150322047　後藤　雄平(090-1239-4117)
産業社会学科　3年150322033　河津　誠之(052-521-6805)
産業社会学科　3年150322087　深尾　佳世(080-4211-5747)　　　第3班：飯田市再生可能エネルギー事例
産業社会学科　3年150322109　山崎　雄莉(090-3259-4024) 　　　分析
経済学科　　　3年150321080　杉山　賢也(080-4544-8805)
経済学科　　　3年150321190　山田　凌也(090-3259-4024)　　　第4班：市民アンケート調査分析
産業社会学科　3年150322060　鈴木　颯(09-6368-6296)
合計　14名

	研究テーマ
再生可能エネルギー普及とエネルギー自治：飯田市の事例を題材として
＜外部講師講演：10月24日13:50～白井信雄法政大学教授、現地調査（飯田市）11月16日～17日＞

	研究目的

本欄には、本研究の具体的な目的について、とくに次の点について焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。

1 　研究の背景

日本政府は、2012年に「固定価格買取制度」の導入により、福島第一原発以降ほとんど停止した原発の代替エネルギー源として、また地球温暖化阻止に貢献するエネルギー源として、再生可能エネルギーの普及拡大を進めてきた。この制度の施行により、再生可能エネルギー発電量は2011年に約1.4%から、2015年には約4.7%まで大きく伸びた（総電源割合、電気事業連合会（2016））。しかし、再生可能エネルギーの多くは、メガソーラーなど大型発電が中心となり、地域密着型小規模再生可能エネルギーの普及はあまり進んでいない(小規模発電の割合約20%、エネルギー資源庁(2017))。再生可能エネルギーは、従来の発電と異なって、分散型エネルギーとして、地域自立型エネルギーの創造、関連収益の地域への還流、市民ネットワークの形成を通じたエネルギー自治の強化というメリットがあるが、現在政府が進めている政策はこうした側面からは課題が多く存在する。
2 　研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか

本研究の目的は、福島第一原発事故以来、日本の政府が進めた再生可能エネルギー普及の成果と課題を点検し、その中でも特に再生可能エネルギーの普及が、地域社会のエネルギー自給の向上、地域の経済や雇用創出の活性化、そして地域市民のネットワークの強化に与えた影響について、地道な文献調査と再生可能エネルギーの普及が進んでいる地域(本研究では長野県飯田市)への現場調査を踏まえて明らかにする。この研究成果に基づき、今後再生エネルギーのエネルギー自治強化に資する制度設計の必要性と今後の再生可能エネルギー普及に向けた政策の方向性を提案する。
3 　本研究の特色・独創的な点および予想される結果と意義
再生可能エネルギーの普及は、これまでには地球温暖化対策（二酸化炭素低減）とエネルギー安全保障（化石エネルギー輸入削減）の側面が重視されてきた。本研究の特色は、再生可能エネルギーの地域に根ざした分散型エネルギー側面も重視し、再生可能エネルギー普及による地域再生などエネルギー自治の重要性について、徹底的な文献調査による理論・実証の両面の分析と、現地調査（現場視察、専門家ヒアリングおよび市民へのアンケート）による新しい知見の獲得と情報分析により明らかにすることである。


２
	研究計画・方法

本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画・方法について、具体的かつ明確に記述してください。また、研究計画を遂行するための研究体制について、ゼミメンバー各人の役割分担についても述べてください。
１．2017年5月～9月：文献調査
　昨年度に採用された専門ゼミ体験型プログラム「固定価格買取制度施行後の再生可能エネルギー電力ビジネスの成果と今後の展望」の研究結果に踏まえて、図書館での文献調査、政策機関などのウェブ調査により、下記のことを明らかにする。
○固定価格買取制度導入以来（2012年～2016年）、発電規模別、自治体別再生可能エネルギー発電導入容量
○再生可能エネルギーの環境・経済効果の定量化：再生可能エネルギー発電による二酸化炭素削減効果、化石エネルギー輸入節約効果、発電設備投資による建設・雇用効果
○再生可能エネルギーの地域経済効果：固定資産税、雇用規模、人件費など地域付加価値創出
○主要地域事例調査：主要自治体のエネルギー自治の成果と課題を整理。
２．2017年10月：専門家講演会

再生可能エネルギーを地域側面から考察した多くの業績を持っている法政大学サステイナビリティ研究所の白井信雄教授から「再生可能エネルギーと地域再生」というテーマの講演会を開催予定→同教授は、申請グループの指導教員である、李教授と研究交流が深く、李教授の打診により、本研究応募が採用される場合に上記のテーマの講演を受諾している。
３．2017年11月：地域調査（飯田市）
○飯田市の環境モデル都市推進課を訪問し、飯田市の再生可能エネルギー導入成果と課題に関する説明会：小川博地域エネルギー計画係長から訪問の際に説明会の開催を受諾している。
○飯田市の再生可能エネルギー普及関連市民団体である自然エネルギーネット訪問：平沢さんから飯田市の市民参加型再生可能エネルギーの成果と課題に関する説明会の開催を受諾してもらっている。
○（株）おひさま進歩、 いいだ自然エネルギーネット山法師訪問：飯田市で市民出資を中心とした再生可能エネルギー事業者を訪問、現場視察と説明会開催（現場視察の便宜を図ることを内諾もらっている）
○参加ゼミ生１人あたり、現地で、飯田市の市民3人を対象に「エネルギー自治」関連アンケートを実施
4.　2017年11月～2018年2月：以上の調査と分析を踏まえて論文完成



（金額単位：千円）

	消耗印刷費
	旅費交通費

	事項
	金額
	事項
	金額

	例
消耗印刷費
A4　30頁　50部

合計
	
	例
旅費
飯田1泊2日　15名＋2年生若干名
貸し切りバス代
合計
	245,000



	業務委託料
	その他

	事項
	金額
	事項
	金額

	例

業務委託料
報告書作成指導（三菱UFJリサーチ&コンサルティング）

合計
	（共通経費より支出する。）
	例
諸費　謝金

講師料（講師名）

法政大学　白井信雄教授
旅費：
新幹線（東京・名古屋往復）
合計
	34,000
21,000

	　
	合計金額
	300,000


＊費目名は必要に応じて変更可能。ただし財務科目一覧（別紙）に準拠すること。
